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日記式調査法による情報行動の時間的連続性・断続性の検討 

―携帯インターネット利用と PC インターネット利用の 

比較分析― 

北村 智1 

河井大介2 

 

要 旨 

本稿は日記式調査法による情報行動の研究に対し、時間的連続性・断続性とい

う観点を加えることを提案した。そのための基本的指標として最長連続行動時間、

連続行動回数、短時間行動回数とその算出方法を示した。そして携帯インターネ

ット利用と PC インターネット利用を題材とし、2013 年に行なった日記式調査法

による全国調査データを用いて実証的検討を行なった。デモグラフィック属性と

の関係についての分析から、情報行動の時間的連続性・断続性に着眼することで、

従来の方法では把握できていなかった情報行動の実態を捉えられることを示し

た。また、さらに応用的な分析により、インターネット利用の習慣化がもたらす

利用行動のパターンは携帯インターネット利用と PC インターネット利用とで異

なることを示した。これらの分析結果にもとづき、情報通信政策のための社会調

査データの応用可能性や、「インターネット依存」に関する問題について考察した。 

 

キーワード：情報行動、日記式調査、インターネット、モバイル化社会、依存症 

 

 

１．背景と問題 

１．１．はじめに 

社会の情報化の進展、特に 1990 年代後半からのインターネットの普及と、その

後の携帯電話の普及は、人々の情報行動に大きな３つの変化をもたらしたと考えら

れる。１つ目は、従来は新聞やテレビ番組といったパッケージ化された情報コンテ

ンツが細分化されたという点である。情報コンテンツが細分化されることにより、

１つのコンテンツを消費する時間が短縮される。２つ目は、テレビ視聴や対人コミ

ュニケーションといった情報行動をとる時間帯の自由度が向上した点である。３つ

目は、情報行動を行う場所を選ばないモバイル化である。  

従来の情報行動研究では、１日での情報行動時間に着目してメディアによる差異

や行動時間の長短による様々な比較が行われてきたが、上記３つの大きな変化に対

する検討は十分になされているとはいえない。そこで本稿では、これら３つの大き

な変化にもとづき、情報行動の時間的連続性・断続性に着眼した検討を行なう。  

                                                   
1東京経済大学コミュニケーション学部准教授 
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１．２．情報行動に関する社会調査 

コミュニケーション研究、またはメディア研究の領域では情報行動（information 

behavior）というタームが用いられる。情報行動の定義は論者によって異同はある

が、多くの場合、情報の受発信、処理・蓄積に関する人間行動として定義されてい

る。例えば、北村日出夫（1967）は情報行動を、「情報」を環境との相互作用の中

から引き出したり、行動主体にとって必要な「情報」を探したり、また、行動主体

の１つの行動として「情報」を伝えたりすること、として定義した。北村日出夫の

概念整理では情報行動は情報所得行動3と情報伝達行動に分けられ、情報所得行動は

さらに情報受容と情報捜しに分けられる。また、Wilson（1999）は情報行動を「情

報に対するニーズを特定したり、そのような情報を何らかの手段で探索したり、そ

の情報を利用したり、伝達したりする活動」として定義している。Wilson の概念整

理でも、情報行動の下位概念として情報探索行動が位置付けられる 4。 

情報行動の概念定義としては上述のようなものがありうるわけだが、情報行動の

論者によっては「人間のあらゆる行動が、じつは『情報行動』にほかなら」ない（加

藤, 1972: 42）とする立場もある。その一方で、実証的立場からより操作的に、そし

て限定的に定義することがある。例えば石井（2003）の「個人が情報を外部から観

察できる形で利用・処理する」と情報行動を定義している。また、橋元（1999）は

社会調査法によって情報行動を測定することを前提に、「情報メディアを媒介として

情報を授受・加工・生産・蓄積するメディア利用行動」および「主に言語信号を授

受する直接コミュニケーション行動」という情報行動の定義を行なっている。  

このような実証的立場から社会調査法によって情報行動を測定する試みとして、

東京大学社会情報研究所編（1997）から始まる「日本人の情報行動」調査がある5。

「日本人の情報行動」調査では、直接情報行動（機器を介さず、音声言語や書字言

語を用いて直接的に情報を授受・生産する行動）、メディア利用型情報行動（情報機

器を利用して情報を授受・処理・生産・蓄積する行動）、その他の情報行動（直接情

報行動・メディア利用型情報行動に属さない、人為的に構成された情報空間への参

加）を大枠として、日本人の情報行動の測定を行なってきた（東京大学社会情報研

究所編, 2001; 東京大学大学院情報学環編 , 2006; 橋元・北村・吉田 , 2010; 橋元編, 

2011; 橋元・北村・河井・松本・三島・増山・佐野 , 2013）。 

東京大学橋元研究室を中心に行なわれている「日本人の情報行動」調査の特徴は、

日本人が１日に行なう情報行動を日記式調査法によって調査している点である。日

記式調査法は NHK 放送文化研究所の生活時間調査（NHK 放送文化研究所編, 2011）

や総務省による社会生活基本調査でも用いられている。日記式調査法は英語では

                                                   
3 「情報所得」は北村日出夫の用語であり、現在「情報取得（information acquisition）」

（岸 2010）と呼ばれる概念とほぼ同義である。  
4 Wilson（1999）は図書館情報学分野の研究として、情報探索行動を特に強調して

いる。 
5 1995 年から 5 年ごとに「日本人の情報行動」調査は実施されているが、1995 年

以前にも同様の試みは行われている（例えば、東京大学新聞研究所（1987）など）。  
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"time diary survey"または"time budget survey"（Suzuki, Hashimoto, & Ishii, 

1997）と呼ばれる。この手法によって「日本人の情報行動」調査では、１日のうち

情報行動に費やされた時間（平均時間）、情報行動の行為の有無（行為者率）、そし

てそれらを応用して、行為の有無と時間を組み合わせた行為者平均時間や行為者率

を時間帯別に算出する時間帯別行為者率などが把握される。  

日記式調査法では"time budget survey"の名が示すとおり、1 日の時間の配分が

測定される。そして、単純に時間量だけが測定されるのではなく、行動を行なった

時間帯も同時に記録される。こうしたデータによって、例えばテレビ視聴がよく行

なわれるようになる時間帯は朝・昼・晩の 3 回であることが示されている（橋元編, 

2011）。 

このような事実からもわかるように、情報行動は 1 日の中で連続して行なわれて

いるわけではない。このことは常識的に考えれば当たり前であるが、「日本人の情報

行動」調査の成果では、前述したとおり「１日のうち情報行動に費やされた総時間」

と「１日のうちの情報行動の行為の有無」が中心とされており、情報行動の時間的

連続性・断続性については十分な検討が行われていないのが現状である。しかしな

がら、日記式調査法によるデータでは行動の行われた時間帯も記録されているため、

1 日の中で行われる情報行動の連続性・断続性を捉えることも可能であると考えら

れる。 

 

１．３．情報化の進展にともなう情報環境の変化  

日本のメディア・コミュニケーション研究の分野における情報行動概念の広まり

は、社会の情報化の進展にともなうものであった（田崎・船津編, 1997）。社会の情

報化の進展にともなって進んだことの１つに、「情報コンテンツの細分化」が挙げら

れる。例えば、新聞記事は新聞紙というある種の「パッケージ」でまとめられてお

り、日本においては朝刊と夕刊という「パッケージ」で消費者に届けられる。それ

に対してインターネット上のニュースサイトでは、例えば朝日新聞デジタル

（www.asahi.com）や YOMIURI ONLINE（www.yomiuri.co.jp）のような新聞社

が運営するものでも、それぞれの記事が独立して配信されている。一つひとつの記

事は朝刊・夕刊のような「パッケージ」にまとめられておらず、個別に URL（Uniform 

Resource Locator）をもち、随時配信されるため、一つひとつの記事として消費さ

れていく。 

また、音楽コンテンツにおいても似たような現象は起きている。例えばレコード

から CD への変化は、一つひとつの楽曲の頭出しを容易にし、楽曲単位の消費を促

したといえる。さらにインターネットを通した音楽コンテンツのデジタル配信では、

数曲をパッケージにしていたレコード、CD とは異なり、一つひとつの楽曲ごとの

購入が一般的なものとなっている。  

さらにインターネットの中でも「情報コンテンツの細分化」は進んでいる。例え

ば、佐々木（2010）はパーマリンク（Permalink）6という要素技術が Web ページ

                                                   
6 パーマリンク（Permalink）とは Permanent Link の略で「固定リンク」とも呼
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に掲載される情報の単位数が小さくなることに大きく寄与したと指摘している。こ

れは決して技術決定論的な指摘ではなく、１つの情報単位に対して１つの URL が

付与されるようになるという形でパーマリンクは社会的に意味づけられた結果であ

ると論じられている。また、１つの情報単位そのものもより小さく限定するような

サービスが登場している。2000 年代前半でのウェブログの流行から、2000 年代後

半からの Twitter、つまりマイクロブログの流行というウェブサービスの流れはそ

れを象徴している。動画共有のサービスでも YouTube はデフォルトで 15 分の動画

をアップロード可能な仕様だが、2013 年に公開された Vine7というサービスではア

ップロード可能な動画の時間が 6 秒という短さに限定されている。 

また、情報化の進展は行動の自由度の向上ももたらした。例えば、VCR（Video 

Cassette Recorder）の普及はテレビ局によって編成された放送時間に縛られない視

聴行動を可能にしたといえる。さらに HDD（Hard Disk Drive）などを搭載したデ

ジタルレコーダーの普及は、テレビ番組の録画を再生試聴する「タイムシフト視聴」

をより一般的なものとした（諸藤, 2012）。 

また、インターネットの利用においてもダイヤルアップによる接続から常時接続

へという変化、従量課金制から定額料金制へという変化は利用行動の自由度を向上

させたといえよう。例えば、常時接続が一般的ではなかった 2000 年に行なわれた

「日本人の情報行動」調査では、インターネット利用のピークは 22 時から 23 時で

あった（東京大学社会情報研究所編 , 2001）。そして同調査によれば、特に電子メー

ル利用とウェブ利用を合わせた全体での行為者率がもっとも高くなっていたのは

23 時台であった。この当時、定額料金でインターネットを利用可能にする「テレホ

ーダイ」の開始時間が 23 時からであったことによるものだと考えられる。これに

対して、定額料金制、常時接続が一般化した 2010 年に行なわれた「日本人の情報

行動」調査では、インターネット利用のピークは 21 時台となっている（橋元編 , 

2011）。 

また、携帯電話の普及、つまりモバイル化と呼ばれる変化は、まさに「いつでも

どこでも」という行動の自由度の向上をもたらしたといえる（Ling & Campbell, 

2010; Rainie & Wellman, 2012）。人々の社会との関わり方は、ただ１つのグルー

プとだけ関わるようなものではなく、一人ひとりが様々なグループの境界を越えて

関わるような「ネットワーク化された個人主義（networked individualism）」へと

変化してきている（Rainie & Wellman, 2012）。モバイル技術の普及は、コミュニ

ケーションそのものをモバイル化させ、ネットワーク化された個人主義への変化を

より加速させているといわれる（Miyata, Wellman & Boase, 2005; Miyata, Boase, 

Wellman & Ikeda, 2006）。その一方で、石井（2014）は携帯電話をかける場所は

路上・街頭よりも自宅であることが多いという 2011 年の調査結果から、本当の意

味でのモバイル利用は実はあまり多くないという指摘8を行なっている。 

                                                                                                                                                     

ばれ、「永久に変わらない Web 上での URL を指す」（佐々木 , 2010）。 
7 https://vine.co/ （2014 年 6 月 6 日参照） 
8 固定電話が家庭に 1 台であったことに対して、携帯電話は各個人に 1 台となった

ことにより、家の中であっても家族に気兼ねなく通話することが可能になったとい
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社会の情報化の進展にともなう情報環境の変容は、人々の情報行動に大きな影響

をあたえる（三上, 1990）。特に上述のような情報コンテンツの細分化、行動の自由

度の向上、モバイル化といった変化の流れの中で、情報行動の時間的連続性・断続

性を検討することの重要性は増してきていると考えられる。情報コンテンツが細分

化されれば一回一回の情報行動は短時間で済む可能性が増す。また、行動の自由度

が向上すれば情報行動を行なう時間の自由度もまた向上する。モバイル化によって、

石井（2014）の指摘はあるものの、隙間時間での情報行動も可能になる。そこで本

研究では情報行動の分析に際して、これまでに着眼されてきた 1 日の総時間量や、

1 日の中での行動の有無ではなく、情報行動の時間的連続性・断続性に着眼した検

討を行なう。情報行動の時間的連続性・断続性に関する検討は十分な先行研究がな

いことから、基本的な分析として、それぞれの指標とデモグラフィック属性との関

係を分析する。  

 

検討課題１：情報行動の時間的連続性・断続性を表す指標の検討と、デモグラフィ

ック属性との関係の分析 

 

本稿で情報行動の時間的連続性に関する指標として検討するのは、最長連続行動

時間である。これまでの情報行動調査では、1 日の中で情報行動に費やす累積の時

間が検討されてきたが、本稿では日記式調査の記録上、連続して行なわれる情報行

動に着目し、ある情報行動を１日の中でもっとも長く連続して行なった時間のこと

を最長連続行動時間と呼ぶことにする。  

次に、本稿で情報行動の時間的断続性に関する指標として検討するのは、連続行

動回数と短時間行動回数である。これまでの情報行動調査では、１日の中で情報行

動を１回でも行なったか否かという行動の有無が検討されてきたが、本研究ではあ

る情報行動が１日の中で日記式調査の記録上、連続して行なわれた回数のことを連

続行動回数と呼ぶ。また、短時間行動回数は携帯電話・スマートフォン利用に関し

て河井（2013）が検討した「短時間利用」の概念を再検討したものである。河井（2013）

は東京大学橋元研究室を中心とした情報行動調査で「10 分未満の行動」を意味する

「×」の記録（cf. 橋元編, 2011）に着眼し、ある情報行動について「×」の記録の

有無をもって「短時間利用」の行動の有無として分析を行なった。本稿では、「短時

間行動」の有無だけでなく、１日におけるその回数を計算することで短時間行動回

数を定義し、分析を行なう。  

本稿で利用する調査データは総務省情報通信政策研究所と東京大学橋元研究室が

共同調査として 2013 年に実施した「平成 25 年 情報通信メディアの利用時間と情

報行動に関する調査」によるものである9。この調査では情報行動を「インターネッ

トの利用」と「インターネット以外の情報行動」に分けているが、本稿ではすべて

                                                                                                                                                     

う側面では、行動の自由度は向上したといえる。  
9 結果の一部については総務省情報通信政策研究所（2014）において公表されてい

る。 
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の情報行動について分析結果を報告することは避け、上述のとおり、情報行動の連

続性・断続性が重要となるインターネット利用を携帯電話・スマートフォンからの

インターネット利用（以降、携帯インターネット利用）とパソコンからのインター

ネット利用（以降、PC インターネット利用）に分けて取り上げることとする。  

 

１．４．インターネット利用における社会的問題  

本稿では情報行動の時間的連続性・断続性について実証的な検討を行なうが、そ

の指標からさらに政策的含意を得るために、インターネット利用における社会的問

題との関係性を議論しておきたい。ここで取り上げるインターネット利用に関する

社会的問題とは、いわゆる「インターネット依存」である。  

「インターネット依存（ネット依存）」（または「インターネット中毒（ネット中

毒）」）という言葉は 1990 年代に精神科医のイヴァン・ゴールドバーグ（ Ivan 

Goldberg）によって用いられたのが始まりといわれている（Joinson, 2003）。欧米

を中心に「インターネット依存」研究は始まったが、2000 年代に入って、特に韓国、

中国において「インターネット依存」の問題は深刻視されるようになってきた（辻 , 

2014）。例えば、中国では江西省・南昌市のネットカフェで、ネットワークゲーム

をプレイの高校生が急死する事件が起きたと報じられている 10。また、韓国では

2002 年に 86 時間連続でオンラインゲームをプレイし続けた男性が死亡するという

事件が起きたと報じられている11。韓国では 2005 年にも、休みをほとんど取らずに

50 時間、オンラインゲームを続けた 28 歳の男性が死亡するという事件が報じられ

ている12。 

「インターネット依存」研究において、中心的役割を果たしてきた Young（1998a）

は「インターネット依存」と利用時間の関係を強調している。例えば、「インターネ

ット依存」に陥っている者は「あと１分」シンドローム（The "one more minute" 

syndrome）がみられるという（Young, 1998a: 49）。これはつまり、「あと１杯だけ」

というアルコール依存者や、「あと一回だけ賭けたら」というギャンブル依存者と同

様に、「インターネット依存」になっている者は「あと１分」なら大差はないと考え

ながら、インターネットへのアクセス時間をどんどん延ばしていくということを説

明している。オンラインゲームに関する依存においては、10 時間以上、場合によっ

ては 20 時間以上続けてゲームのセッションに興じることも珍しくないと Young

（2009）は論じている。さらに、「インターネット依存」研究でしばしば用いられ

る DQ（diagnostic questionnaire）の項目には「Do you stay on-line longer than 

originally intended?」や「Do you feel the need to use the Internet with increasing 

amounts of time in order to achieve satisfaction?」といったインターネット利用

時間に関する項目が用いられている（Young, 1998b）。 

しかしながら、「インターネット依存」研究に対しては批判も多い。小寺（2013）

                                                   
10 http://www.itmedia.co.jp/news/bursts/0204/23/05.html（2014 年 6 月 6 日参照）  
11 http://www.itmedia.co.jp/news/0210/09/njbt_09.html（2014 年 6 月 6 日参照） 
12 http://news.bbc.co.uk/2/hi/technology/4137782.stm（2014 年 6 月 6 日参照）  
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は「インターネット依存」研究について包括的なレビューを行ない、「インターネッ

ト依存」には理論的な下支えがなく、それゆえ概念そのものへの批判をまねいてい

ると論じている。特に「インターネット依存」の定義が不在であり、尺度にも問題

があるという点は重大な問題を抱えているといえる。また、Wallace（1998）は精

神疾患の診断基準として利用される DSM（Diagnostic and Statistical Manual of 

Mental Disorders）に掲載されるには「患者数や症状、診断、治療法を立証するた

めのかなり多くの研究が必要」であるが、「インターネットは驚異的な速さで変化し

ている研究対象であり、この種の研究は難しいだろう」と述べている13。 

この Wallace の指摘は「インターネット依存」研究の重大な問題であると考えら

れる。Young（1996）は「インターネットそのものは依存を引き起こすものではな

く、特定のアプリケーションがインターネットの乱用の進展に重要な役割を果たす」

と述べているが、アプリケーションを限定したとしても、技術的進歩とその社会的

普及にともない、1990 年代と 2010 年代のインターネット環境ではまるで違ったも

のになっているというのが現実である。  

インターネットを含めたテクノロジーの問題のある利用に対して、こうした変化

を反映させた考え方も現れている。Rosen（2012）はテクノロジーの強迫神経症的

な使用を大きく２つに分けている。１つはテクノロジーから得られる様々なメリッ

トのために、長時間使用してしまうというものである。こちらは Young（1996, 1998a）

の論じるような、没頭する形の問題のある利用であるだろう。もう１つは、不安と

強迫観念によって引き起こされるもので、テクノロジーを使っていない時間にテク

ノロジーのことが気になって仕方がなくなるというものである。Rosen（2012）は

後者のタイプの強迫神経症的なテクノロジー利用は、ワイヤレスの携帯デバイスに

典型的なものであると論じ、関連する症状として「ポケットに振動を感じて携帯電

話を取り出してみたが、何も着信はしていない」という「幻想振動症候群」の事例

などを説明している。  

インターネット利用に関するこのようなタイプの問題は、前述のような「インタ

ーネットへのアクセス時間をどんどん延ばしていく」というような連続的な過剰な

利用という問題とは異なった性質をもつと考えられる。例えば、携帯メール依存

（Igarashi, Motoyoshi, Takai, & Yoshida, 2008）の研究においては、携帯メール依

存傾向14を過剰な利用（excessive use）、対人関係維持（relationship maintenance）、

情動的反応（emotional reaction）という３因子で説明している。この情動的反応

の測定項目は「メールを送信したあとには、返信が気になって、何回も携帯をチェ

ックする」や「メールの着信があるかどうかを何回もチェックしてしまう」などを

含んでいる。こうした利用は「オンラインから抜け出せない」というような事態と

は異なるだろう。  

そして「インターネット依存」という名称にも問題がある。日本においては当初

                                                   
13 2013 年に改訂された DSM-V に“Internet addiction”を含めるよう求められてい

たが（cf. Block, 2008）、最終的に掲載には至らなかった。  
14 ここでいう「依存傾向」は“dependency”と表現される。  
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「インターネット中毒」という名称も用いられていたが、近年では「インターネッ

ト依存」という名称が一般的である（小寺, 2014）。しかし、英語圏での議論におい

ては同様の現象を扱う際に Internet addiction という言葉以外に、pathological 

Internet use（Mai, Hu, Yan, Zhen, Wang, & Zhang, 2012; Niemz, Griffiths, & 

Banyard）や problematic Internet use（Caplan, 2010; Davis, Flett, & Besser, 2002）

という言葉が用いられることも多い。また、compulsive Internet use という表現も

ある（Meerkerk, Van Den Eijinden, Vermulst, & Garretsen, 2009）。日本での「イ

ンターネット依存」研究は英語圏での議論をその基礎においているが、当の英語圏

での議論においてはこのように統一的な概念名が与えられていない。このことは「イ

ンターネット依存」自体に標準的な定義が存在しないという状況を示しているとい

える（小寺, 2014）。 

また、「インターネット依存」が論じられ始めた 1990 年代はパソコンからの固定

回線によるインターネット利用が一般的であったが、2000 年代に入って携帯インタ

ーネット利用が一般的なものとなっている（橋元編 , 2011）。携帯インターネット利

用と PC インターネット利用の間には社会的相違がみられることは様々な研究によ

って指摘されてきた（Ishii, 2004, 2006; Kitamura, 2013; Miyata & Kobayashi, 

2008）。「インターネット依存」に関する問題を論じるにあたっても、定義や尺度の

問題も含めて、携帯インターネット利用と PC インターネット利用の利用行動の比

較を通じて検討していく必要があるだろう。これまでの情報行動調査によって、携

帯インターネット利用と PC インターネット利用の１日における総利用行動時間は

把握されてきた。しかしながら、その総利用行動時間が連続的な利用によってもた

らされているものなのか、非連続的、つまり断続的な利用によってもたらされてい

るものなのかについては、明確な検討が行なわれているとはいえない。  

前述のように、「インターネット依存」に対しては標準的な定義が存在しないとい

う問題点がある。しかし、「インターネット依存」に関する様々な尺度の開発におい

て、尺度の妥当性検証として利用量との正の相関関係の確認が行なわれることは多

くの研究で共通している（Meerkerk et al., 2009）。また、「インターネット依存」

で来院する患者には「ネットをやりたい、つながっていたいという強い欲望」とい

う症状がみられるという（樋口, 2013）。したがって、「インターネット依存」につ

ながっていく重要な行動要因に、インターネットの習慣的利用があると仮定しても

問題はないだろう。  

そこで、本稿では「インターネット利用の習慣化」という概念を導入して、イン

ターネット利用行動の検討を行なう。本稿では「インターネット利用の習慣化」を

次のように操作的に定義する。日記式調査において調査対象とした平日２日間のう

ち、携帯インターネットと PC インターネットをそれぞれ「１日だけ利用」した回

答者と「両日とも利用」した回答者が存在する。このことを利用して、「２日の平日

のうち１日だけ利用」した人よりも、「２日の平日のうち両日とも利用」した人の方

が、携帯インターネット利用、PC インターネット利用のそれぞれについて「習慣

化している」と判断し、「１日だけ利用者」を「非習慣的利用者」、「両日利用者」を

「習慣的利用者」と定義する。  
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ここで重要な点は「インターネットの習慣的利用者」は「インターネット依存」

になる可能性が「非習慣的利用者」よりも高いと考えられるが、「インターネット依

存」であるわけではないという点である。樋口（2013）によれば、一般的にみて「イ

ンターネット依存」の尺度で「依存」が強く疑われる割合は対象者の 10%に満たな

い。臨床心理学研究では患者を対象とした研究のみが行なわれているわけではなく、

潜在的な可能性を持った人と患者を連続的に捉えるアナログ研究も重要視されてい

る（杉浦, 2009）。本研究は社会調査データにもとづくものであるため、より多く出

現するであろう「インターネットの習慣的利用者」を「インターネット依存」者の

アナログとして位置づけて、その特徴を分析することで政策的含意を得ることを目

的とする。 

 

検討課題２：携帯インターネット利用、PC インターネット利用のそれぞれの習慣

化と利用行動の間にはどのような関係があるか 

 

この検討課題２に取り組むにあたって、携帯インターネット利用行動と PC イン

ターネット利用行動を次の５つの指標で把握することにする：１回あたり平均行動

時間、利用日あたり平均行動時間、最長連続行動時間、利用日あたり平均行動回数、

利用日あたり短時間行動回数。これらの指標に関しては、「２．３．指標の計算方法」

で詳述する。  

 

２．方法 

２．１．データの概要 

本研究では 2013 年 11〜12 月に日本で実施された全国調査のデータを用いる。こ

の調査における標本抽出はランダムロケーション・クォータサンプリングによって

行なわれた。調査手法は調査会社の専門調査員による訪問留置法が用いられた。地

点抽出は、日本全国の市区町村を 5 段階の都市規模（100 万人以上の市および東京

23 区、30 万人〜100 万人未満の市、10 万人〜30 万人未満の市、10 万人未満の市、

町村）と 11 地域（北海道、東北、関東、北陸、東山、東海、近畿、中国、四国、

北九州、南九州）によって層化を行なった上で、計 125 地点を無作為抽出すること

によって行なわれた。調査協力者は各調査地点から 12 人を対象とし、全体で 1500

名の男女（13〜69 歳）の回答を集めた。標本構成は性別および年齢 10 歳刻み（10

代のみ 13〜19歳）で 2012 年 3月住民基本台帳の実勢比例となるように割り当てた。

調査票は選択回答・記述回答形式を含む 16 ページの質問紙と平日（仕事や学校が

ある日）2 日・休日（休みの日）1 日計 72 時間の情報行動を記録する日記式調査票

の 2 種類が用いられた。平日と休日では行動パターンが大きく異なるため（NHK

放送文化研究所編 , 2011）、平日と休日のデータをまとめて分析を行なうことは適当

ではないことから、本研究では日記式調査票による平日 2 日間のデータを用いて、

各指標計算を行なう。  
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２．２．インターネットの利用 

インターネット利用行動に関しては、「インターネットは回線をつないでいる時間

ではなく、実際にインターネット利用行動を行なった時間帯をご記入ください」と

いう教示を行なって日記式調査票への回答が求められた。インターネットを利用す

る機器を、携帯電話（PHS 含む）・スマートフォン、パソコン、タブレット型端末、

テレビ、その他の５種類に分けられ、さらにインターネット利用内容で細分化され

た形式であった。携帯電話（PHS 含む）・スマートフォン、パソコン、タブレット

型端末に関しては、「メールを読む・書く」「ブログやウェブサイトを見る・書く」

「Twitter、LINE、Facebook などのソーシャルメディアを見る・書く」「YouTube、

ニコニコ動画、GyaO!等の動画を見る」「オンラインゲーム・ソーシャルゲームをす

る」「Skype、LINE などの音声通話（ビデオ通話含む）を使う」「クラウドにつな

いで文書や表の作成などの作業をする」「その他のインターネット利用」の 8 種類

の利用内容に細分化されていた。  

本研究では「携帯電話（PHS 含む）・スマートフォン」からのインターネット利

用（携帯インターネット利用）および「パソコン」からのインターネット利用（PC

インターネット利用）のみを扱う。また、細分化された利用内容を個別には扱わず、

インターネット利用全体を扱うため、同じ 15 分帯の中で同じ機器から 2 つ以上の

利用記録が回答された場合はその中での最長時間を同 15 分帯でのインターネット

利用行動時間として扱った。  

また、分析対象を携帯インターネット利用者、PC インターネット利用者に限定

するために、選択回答式質問紙の項目を用いた。携帯インターネット利用に関して

は、携帯電話（PHS を含む）またはスマートフォンで「メールを見たり送ったりす

る」または「インターネットのサイトを利用する」と回答した者を「携帯利用者」

（n=1354, 90.3%）とした。さらにスマートフォンで「メールを見たり送ったりす

る」または「インターネットのサイトを利用する」と回答した者をスマートフォン

利用者（SP 利用者）（n=788, 52.5%）とし、SP 利用者ではない携帯利用者をフィ

ーチャーフォンのみ利用者（FP のみ利用者）（n=566, 37.7%）とした15。また、PC

インターネット利用に関しては、パソコンで「メールを見たり送ったりする」また

は「インターネットのサイトを利用する」と回答した者を「PC 利用者」（n=957, 

63.8%）とした。 

 

２．３．指標の計算方法  

検討課題１のため、携帯インターネット利用、PC インターネット利用のそれぞ

れに関して、以下の定義によって「連続行動回数」「最長連続行動時間」「短時間行

動回数」の 3 指標を計算した。  

連続行動回数とは１日の中で該当する情報行動の回数を示している。計算方法は、

                                                   
15 SP 利用者の中には、スマートフォンではない携帯電話（＝フィーチャーフォン）

を併用する者も含まれる。併用者は 104 名（6.9%）と少数であったため、分析では

SP 利用者と FP のみ利用者の区別のみを行なった。  
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連続する３つの行動時間（ｎ－１番目、ｎ番目、ｎ＋１番目の行動時間）から以下

の３つのパターンのいずれかに該当する場合、時間ｎで利用が途切れたとして連続

行動回数を加算する。①ｎ番目の行動時間が５分でｎ＋１番目の行動時間が０分も

しくは５分の場合、②ｎ番目の行動時間が 15 分でｎ＋１番目の行動時間が０分の

場合、③ｎ－１番目の行動時間が 15 分でｎ番目の行動時間が５分、ｎ＋１番目の

行動時間が 15 分の場合となる。  

また、１回あたり最長連続行動時間とは、１日の中で該当する情報行動をもっと

も長く行なっていた時間である。計算方法は、連続行動回数ごとの行動時間を算出

し、もっとも長いものを採用する。ただし、15 分の利用で挟まれる５分間の利用は

それぞれ 2.5 分に分けてとして計算した。  

最後に短時間行動回数とは１日の中で該当する情報行動の５分以下の行動回数を

示している。計算方法は連続する３つの行動時間の関係が以下の３つの条件をすべ

て満たす場合、時間ｎで短時間利用が行われたとして短時間行動回数を加算する。

①ｎ－１番目の行動時間≦５分、②ｎ番目の行動時間＝５分、③ｎ＋１番目の行動

時間≦５分となる。  

以上３つの計算における利用の区切りについて、図示したものが図１である。  

 

本稿で用いるデータでは回答者１人あたり、平日のデータが２日分ある。同じ回答

者であっても１日ごとのデータを独立したデータとして扱うアプローチもありうる

が、本稿ではデータの独立性の観点も考慮して、回答者ごとのデータとして扱う。

連続行動回数および短時間利用行動回数に関しては、２日間の平均値を分析に用い

た。最長連続行動時間に関しては、２日間でより長いほうを最長連続利用時間とし

て分析に用いた。  

図１ 各指標の区切りのイメージ  
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この計算方法を用いて、携帯インターネット利用、PC インターネット利用それ

ぞれの連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動回数を計算した。それぞれの

平均値および標準偏差を表１に示す。表中の「全体」は調査協力者全体を指し、携

帯利用者のみ、PC 利用者のみはそれぞれ利用者に限定した場合を指す。また、表

２では携帯利用者をさらに FP のみ利用者と SP 利用者に分割した記述統計量を示

した。 

 

検討課題２のため、連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動回数の指標と、

１日における行動時間と行動の有無の指標から、１回あたり平均行動時間、利用日

あたり平均行動時間、最長連続行動時間、利用日あたり平均行動回数、利用日あた

り短時間行動回数の５つの指標を算出した。  

まず、１回あたり平均行動時間は２日間の行動時間の和を２日間の連続行動回数

で除した指標である。この指標は、１回あたりの連続行動で費やされる平均時間を

表すものである。  

利用日あたり平均行動時間は、調査対象日となる平日２日間のうち、２日とも利

用行動のあった回答者の場合は２日間の平均行動時間を、１日だけ利用行動のあっ

た回答者の場合は利用行動のあった日の行動時間を表す。この指標の全体平均値は

「日本人の情報行動」調査（東京大学社会情報研究所編 , 1997, 2001; 東京大学大学

院情報学環編, 2006; 橋元編 , 2011）における「行為者平均時間」に合致する16。 

                                                   
16 ただし、「日本人の情報行動」調査では伝統的に２日分のデータを独立したもの

表１ 連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動回数の記述統計量  

 

表２ FP のみ利用者と SP 利用者の 

連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動回数の記述統計量  
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最長連続行動時間は前述の定義と同様である。すなわち、調査対象日となる平日

２日間のうち、２日とも利用行動のあった回答者の場合は２日間のうち、より長い

ほうを最長連続行動時間とした。１日だけ利用行動のあった回答者の場合は利用行

動のあった日における最長連続行動時間をそのまま最長連続行動時間とした。 

利用日あたり平均行動回数は調査対象日となる平日２日間のうち、２日とも利用

行動のあった回答者の場合は２日間の平均行動回数を、１日だけ利用行動のあった

回答者の場合は利用行動のあった日の行動回数を表す。利用日あたり短時間行動回

数も同様に、調査対象日となる平日２日間のうち、２日とも利用行動のあった回答

者の場合は２日間の平均短時間行動回数を、１日だけ利用行動のあった回答者の場

合は利用行動のあった日の短時間行動回数を表す。  

携帯インターネット利用、PC インターネット利用それぞれの各指標の平均値お

よび標準偏差を表３に示す。なお、ここでの分析対象者は表１でいう携帯利用者ま

たは PC 利用者であっても２日とも携帯インターネット利用、PC インターネット利

用のなかった者は除外されている。  

 

３．分析結果 

３．１．分析１ 

検討課題１「情報行動の時間的連続性・断続性を表す指標の検討と、デモグラフ

ィック属性との関係の分析」に対して、携帯インターネット利用および PC インタ

ーネット利用のそれぞれについて、連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動

回数を算出し、デモグラフィック属性との関係を分析した。  

 

３．１．１．分析１：携帯インターネット利用  

まず、携帯インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、短時

間行動回数のそれぞれについて、性別、年齢層、就業形態、都市規模の 4 つのデモ

グラフィック属性を個別に独立変数とした一元配置分散分析を行なった。それぞれ

の属性カテゴリにおける平均値と標準偏差、一元配置分散分析および多重比較検定

                                                                                                                                                     

として扱ってきたが、本稿では回答者ごとのデータとして分析しているため、指標

としての意味合いが異なるので別の名称を用いた。  

表３ １回あたり平均行動時間、利用日あたり平均行動時間、最長連続行動時間、 

利用日あたり平均行動回数、利用日あたり短時間行動回数の記述統計量  

 



日記式調査法による情報行動の時間的連続性・断続性の検討 

―携帯インターネット利用と PC インターネット利用の比較分析― 

127 

（Scheffe 法）の結果をまとめたのが表４である。この分析では調査対象者全体を

分析対象とした。  

携帯インターネット利用の連続行動回数のデモグラフィック属性による差につい

ては次のような結果が得られた。まず、男性に比べて女性の方が 1 日の携帯インタ

ーネットの平均連続行動回数は多かった。次に、年齢層に関しては、20 代・30 代

の平均連続行動回数がもっとも多く、60 代の平均連続行動回数がもっとも少なかっ

た。そして就業形態による差に関しては、学生・生徒の平均連続行動回数がもっと

も多く、無職の平均連続行動回数がもっとも少なかった。都市規模に関しては有意

な差が認められなかった。  

携帯インターネット利用の最長連続行動時間とデモグラフィック属性との関係に

ついては次のような結果が得られた。まず性別に関しては有意な差が認められなか

った。年齢層との関係については、10 代（13〜19 歳）・20 代の最長連続行動時間

平均値がもっとも高く、年齢層が上がるほど平均値は低くなっていた。就業形態と

の関係については、学生・生徒の最長連続行動時間平均値は他の就業形態カテゴリ

の平均値に比べて有意に高いという結果であった。都市規模に関しては、連続行動

回数と同様に有意差が認められなかった。  

携帯インターネット利用の短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係につい

表４ 携帯インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、  

短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係  
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ては、連続行動回数における結果と類似した結果が得られた。すなわち男性よりも

女性の方が、平均短時間行動回数が多く、年齢層による比較では 20 代・30 代の平

均短時間連続行動回数がもっとも多かった。また、就業形態による比較では学生・

生徒の平均短時間行動回数がもっとも多く、無職の平均短時間行動回数がもっとも

少なかった。そして、都市規模に関しては有意な差が認められなかった。  

次に表５に携帯利用者のうち、FP のみ利用者を分析対象として表４と同様の分

析を行なった結果を示した。  

まず、FP のみ利用者における携帯インターネット利用の連続行動回数に関して、

男性よりも女性の方が平均的に多かった。また、年齢層に関しては、50 代・60 代

に比べて 20 代・30 代の平均連続行動回数が有意に多かった。そして就業形態との

関係では、フルタイム、無職の平均値に比べて学生・生徒の平均値の方が有意に高

かった。都市規模に関しては、有意差が認められなかった。  

続けて、FP のみ利用者の最長連続行動時間に関する分析結果である。まず性別

に関しては有意差が認められなかった。次に、年齢層に関しては、50〜60 代に比べ

て 10 代（13〜19 歳）・20 代の方が最長連続行動時間の平均値が高かった。就業形

態に関しては、学生・生徒の平均値がもっとも高く、パートタイム、専業主婦・主

夫、無職との間に有意差が認められた。都市規模に関しては、連続行動回数の場合

表５ 携帯インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、  

短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係（FP のみ利用者のみ） 
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と同様に有意差は認められなかった。  

FP のみ利用者の短時間行動回数に関する分析結果は連続行動回数に関する分析

結果と同様のパターンが得られた。すなわち、男性よりも女性の方が、50 代・60

代に比べて 20 代・30 代の方が、そしてフルタイム、無職に比べて学生・生徒の方

が、短時間行動回数の平均値が高かった。  

次に表６に携帯利用者のうち、SP 利用者を分析対象として表４と同様の分析を

行なった結果を示した。 

SP 利用者の連続行動回数に関して、男性の平均連続行動回数に比べて、女性の

平均連続行動回数が有意に多かった。年齢層に関してはもっとも平均値の高かった

20 代は 40〜60 代に比べて有意に平均値が高く、次に平均値の高かった 30 代はも

っとも平均値の低かった 60 代と比べて有意に高い平均値であった。就業形態、都

市規模に関しては有意な差が認められなかった。  

SP 利用者の最長連続行動回数の平均値に関しては、年齢層および就業形態によ

る有意差が認められ、性別、都市規模による有意差は認められなかった。年齢層に

関してはもっとも平均値の高かった 10 代は 30〜60代に比べて有意に平均値が高か

った。次に平均値の高かった 20 代も、もっとも平均値の低かった 60 代との間に有

意差が認められた。就業形態に関しては無職の平均値がもっとも高く、フルタイム、

表６ 携帯インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、  

短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係（SP 利用者のみ）  
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パートタイムとの間に有意差が認められた。次に平均値が高かったのは学生・生徒

で、もっとも平均値の低かったフルタイムとの間には有意差が認められた。  

SP 利用者の短時間行動回数の平均値に関しては、性別と年齢層による有意差が

みられたが、就業形態、都市規模には有意差がみられなかった。性別に関しては男

性よりも女性の方が、有意に短時間行動回数が多かった。年齢層に関しては、もっ

とも平均値の高かった 20 代は 50 代・60 代とくらべて有意に高い平均短時間行動

回数を示した。  

 

３．１．２．分析１：PC インターネット利用 

PC インターネット利用に関しても携帯インターネット利用と同様に、連続行動

回数、最長連続行動時間、短時間行動回数のそれぞれについて、性別、年齢層、就

業形態、都市規模の 4 つのデモグラフィック属性を個別に独立変数とした一元配置

分散分析を行なった。それぞれの属性カテゴリにおける平均値と標準偏差、一元配

置分散分析および多重比較検定（Scheffe 法）の結果をまとめたのが表７である。

この分析では調査対象者全体を分析対象とした。 

 

PC インターネット利用の連続行動回数のデモグラフィック属性による差につい

ては次のような結果が得られた。まず、女性に比べて男性の方が１日の PC インタ

表７ PC インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、  

短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係  
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ーネット利用の平均連続行動回数は多かった。また、年齢層による違いについては、

30 代の平均連続行動回数をピークとして、若齢・高齢に向かうほど平均連続行動回

数は低くなっており、30 代と 10 代・60 代の間に有意差が認められた。就業形態に

よる差に関しては、フルタイムの平均連続行動回数がもっとも多く、パートタイム

がもっとも少なかった。カテゴリ間に有意差が認められたのは、フルタイムとパー

トタイムの間のみであった。都市規模については、人口 100 万人以上の市がもっと

も平均連続行動回数が多く、町村部でもっとも少なかった。有意差が認められたの

も人口 100 万人以上の市と町村部の間のみであった。  

PC インターネット利用の最長連続行動時間とデモグラフィック属性との間には

次のような関係がみられた。まず、性別に関しては、女性よりも男性の方が有意に

最長連続行動時間は長かった。年齢層に関しては、20 代の最長連続行動時間がもっ

とも長く、もっとも短かった 10 代との間に有意差が認められた。就業形態に関し

ては、フルタイムの最長連続行動時間がもっとも長く、もっとも短かった専業主婦・

主夫との間に有意差が認められた。都市規模に関してはいずれのカテゴリ間におい

ても有意差が認められなかった。  

最後に、PC インターネット利用における短時間行動回数とデモグラフィック属

性との関係については、次のような結果が得られた。性別に関してはその他の指標

と同様に、女性に比べて男性の方が、平均的に短時間行動回数が多かった。年齢層

に関しては連続行動回数の分析結果と類似した結果が得られた。すなわち、30 代を

ピークとして若齢・高齢になるほど短時間行動回数の平均値は低くなっていた。た

だし、30 代との間に有意差が認められたのは、10 代・50 代・60 代の３カテゴリで

あった点が連続行動回数の場合と異なっていた。就業形態および都市規模に関して

は、いずれのカテゴリ間においても有意差が認められなかった。  
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表８には、PC 利用者に限定した PC インターネット利用に関する連続行動回数、

最長連続行動時間、短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係の分析結果を示

した。 

PC 利用者における連続行動回数に関しては、性別と年齢層に有意差が認められ

た一方、就業形態、都市規模には有意差が認められなかった。性別に関しては女性

の平均値よりも男性の平均値の方が高かった。年齢層に関してはもっとも平均値の

高かった 30 代ともっとも平均値の低かった 10 代の間にのみ有意差が認められた。 

PC 利用者における最長連続行動時間と短時間行動回数に関しては、性別による

差のみが統計的に有意であった。年齢層、就業形態、都市規模に関しては有意差が

認められなかった。性別による差は、最長連続行動時間、短時間行動回数ともに女

性よりも男性の平均値の方が高かった。  

 

３．２．分析２ 

次に、検討課題２「携帯インターネット利用、PC インターネット利用のそれぞ

れの習慣化と利用行動の間にはどのような関係があるか」について、重回帰分析に

よる検討を行なった。重回帰分析に用いた統制変数と独立変数の関係については表

９にまとめた。  

表８ PC インターネット利用に関する連続行動回数、最長連続行動時間、  

短時間行動回数とデモグラフィック属性の関係（PC 利用者のみ）  
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まず、携帯インターネット利用に関する１回あたり平均行動時間、利用日あたり

平均行動時間、最長連続行動時間、利用日あたり平均行動回数、利用日あたり短時

間行動回数をそれぞれ従属変数として、重回帰分析を行なった。いずれの従属変数

に対しても性別ダミー、年齢、年齢の２乗（平均値で中心化したものの２乗）、就業

形態ダミー、都市規模を統制変数とした上で、独立変数として携帯ネット利用日数

を投入した。さらに、スマートフォン利用の有無による影響を検討するために、SP

利用ダミー（0=FP のみ利用者、1=SP 利用者）を投入した上で、携帯ネット利用日

数と SP 利用ダミーの交互作用項も加えた17。分析結果は表 10 に示した。 

                                                   
17 SP 利用者と FP のみ利用者を分けて分析する方法も考えられるが、サンプルサ

イズが小さくなってしまう。ここで問題となるのは携帯ネット利用日数の効果であ

るため、SP 利用の主効果と交互作用項を入れることで、サンプルサイズを維持し

たまま、SP 利用の影響を検討した。  

表９ 習慣的／非習慣的利用者と他の変数との関係  
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携帯インターネット利用の１回あたり平均行動時間については、携帯ネット利用

日数の偏回帰係数は 10%水準で有意な負の係数であった（b=-15.986, β=-.095, 

p=.052）。この結果は、調査対象となった平日２日のうち、１日だけ携帯インター

ネットを使った人に比べて、２日とも携帯インターネットを使った人は１回あたり

の行動時間が平均して約 15 分短い傾向があったことを示している。  

一方、携帯インターネット利用の利用日あたり平均行動時間については、携帯ネ

ット利用日数の偏回帰係数は 10%水準でも有意でない係数であった。ただし、SP

利用との交互作用項の係数は 10%水準でみて有意であった（b=26.797, β=.146, 

p=.086）。この結果は、調査対象となった平日２日のうち、２日とも携帯インター

ネットを使った SP 利用者は利用した１日あたりの行動時間が他のパターンに比べ

て長い傾向にあったことを示している。  

最長連続行動時間に関しては、携帯ネット利用日数の偏回帰係数は有意でない値

であった。つまり、携帯インターネットに関して、１日のみの利用者も両日利用者

も最長連続行動時間は大きく変わらないという結果であった。また、SP 利用との

交互作用項も有意ではなかった。  

携帯インターネットの利用日あたり平均行動回数の分析結果では、携帯ネット利

用日数の係数は 10%水準で有意な正の係数であった（b=1.269, β=.092, p=.057）。

また、SP 利用との交互作用項の係数も 10%水準で有意な正の係数であった

（b=1.247, β=.119, p=.059）。この点に関して、単純主効果の検定を行なうと、特

に SP 利用者の場合に１日のみ利用者と２日とも利用者の利用日あたり平均行動回

数の差が大きくなる傾向が認められた。  

また、利用日あたり短時間行動回数の分析結果については、携帯ネット利用日数

の係数は 10%水準で有意な正の係数であった（b=1.285, β=.090, p=.066）。この結

果は１日だけ携帯インターネットを使った人に比べて、２日とも携帯インターネッ

トを使った人は利用した１日あたりの短時間行動回数が多くなる傾向にあったこと

を示している。  
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次に、PC インターネットに関する１回あたり平均行動時間、利用日あたり平均

行動時間、最長連続行動時間、利用日あたり平均行動回数、利用日あたり短時間行

動回数のそれぞれを従属変数として、重回帰分析を行なった。携帯インターネット

利用に関する分析と同様に、いずれの従属変数に対しても性別ダミー、年齢、年齢

の２乗（平均値で中心化したものの２乗）、就業形態ダミー、都市規模を統制変数と

した上で、独立変数として PC ネット利用日数を投入した。分析結果は表 11 に示し

た。 

表 10 携帯インターネット利用行動に関する重回帰分析の結果  
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PC インターネット利用の１回あたり平均行動時間についての重回帰分析では、

PC ネット利用日数の係数は 5%水準で有意な正の係数であった（b=16.710, β

=.091, p=.044）。この結果は、調査対象となった平日２日のうち、１日だけ PC イ

ンターネットを使った人に比べて、２日とも PC インターネットを使った人は１回

あたりの行動時間が平均して約 17 分長かったことを示している。  

PC インターネットの利用日あたり平均行動時間に関しては、独立変数である PC

ネット利用日数については 0.1%水準で有意な正の偏回帰係数が得られた

（b=56.731, β=.203, p=.000）。この結果は、調査対象となった平日２日のうち、

１日だけ PC インターネットを使った人に比べて、２日とも PC インターネットを

使った人は利用した１日あたりの行動時間が平均して約 57 分長かったことを示し

ている。 

PC インターネット利用の最長連続行動時間に関しても、独立変数である PC ネッ

ト利用日数について 0.1%水準で有意な正の係数が得られた（b=54.267, β=.212, 

p=.000）。この結果はつまり、PC インターネットについては１日のみ利用者に比べ

て両日利用者の方が平均して最長連続行動時間が約 54 分長かったことを示してい

る。 

PC インターネットの利用日あたり平均行動回数の分析結果では、PC ネット利用

日数の係数は 1%水準で有意な正の係数であった（b=1.373, β=.149, p=.001）。ま

た、利用日あたり短時間行動回数の分析結果については、PC ネット利用日数は 5%

表 11 PC インターネット利用行動に関する重回帰分析の結果  
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水準で有意な正の係数が得られた（b=1.083, β=.115, p=.011）。 

 

４．考察、結論と今後の課題 

４．１．考察 

まず、検討課題１「情報行動の時間的連続性・断続性を表す指標の検討と、デモ

グラフィック属性との関係の分析」について、本稿では情報行動の時間的連続性・

断続性を表す指標として連続行動回数、最長連続行動時間、短時間行動回数を考案

した。そして携帯インターネット利用と PC インターネット利用を取り上げ、それ

ぞれの指標について、性別、年齢層、就業形態、都市規模の４つのデモグラフィッ

ク属性との関係を検討した。その結果として、これまでの情報行動研究で用いられ

ていた１日における行動時間と行動の有無では確認されてこなかった様相がみられ

た。 

これまでの情報行動研究では、10 代の携帯インターネット利用行動時間は 20 代

に次いで長いことが示されてきた（橋元編 , 2011; 橋元・北村・河井・松本・三島・

増山・佐野, 2013）。本稿で用いた 2013 年の結果に関しても、携帯電話利用の平均

時間が 10代は 20代に次いで長かったことから（総務省情報通信政策研究所 , 2014）、

この傾向は変わらないことが推察される。しかしながら、携帯インターネット利用

の連続行動回数に着目してみると、10 代の平均連続行動回数は 20 代、30 代に比べ

て有意に少なかった（表４）。このことは短時間行動回数についても同じ傾向が示さ

れた。それに対して、最長連続行動時間に着目してみると、10 代の携帯インターネ

ット利用の最長連続行動時間は 30 代に比べて有意に長かった（表４）。つまり、こ

れまでの行動時間の分析結果と、本稿で行なった分析結果を合わせると、10 代は携

帯インターネットを、30 代以上に比べて連続して長い時間使う傾向があるのに対し、

30 代は相対的にみて短い時間で高頻度に使う傾向があることがわかる。そして、20

代はその両方の特徴を兼ねている、つまり長時間利用と短時間利用の両方を行なう

傾向があるといえる。この結果は携帯インターネットを利用しない人も含めた調査

対象者全体に関するものであり、携帯電話利用者に限定した場合（表５・表６）は

年齢層間の差は小さくなるものの、上述の傾向は同様にみてとれる。  

一方、PC インターネット利用に関しては、PC 利用者に限定した場合（表８）、

連続行動回数における性差と年齢層差、短時間行動回数における性差以外には、デ

モグラフィック属性による有意差はみられなかった。全体の分析結果（表７）に示

された有意差の多くは、PC インターネットの利用の有無が媒介していたと考えら

れる。情報行動の連続性・断続性は特にモバイル化の進展によって顕在化してきた

論点であるといえるだろう。  

このように本稿で行なった分析は、情報行動に関する日記式調査法によって得ら

れたデータの応用可能性を示すものである。すなわち、個人の情報通信メディアの

利用動向を把握するために日記式調査法を用いた情報行動調査が行なわれているが、

単純な行動時間と行動の有無以外の分析方法も可能であり、データを様々な角度か

ら分析することによってより詳細に個人の情報通信メディアの利用動向を把握する

ことができるといえる。「１．３．情報化の進展にともなう情報環境の変化」で論じ
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たように、社会の情報化は情報コンテンツの細分化と情報行動を行なう場所と時間

の自由度の向上を引き起こしており、それら以外の変化も含めて、個人の情報通信

メディアの利用動向は今後も複雑な変化をしていくことが予想される。情報通信政

策のための社会調査データの応用可能性を検討していくことは、現在起きている情

報環境の複雑な変化、それにともなう個人の情報通信メディアの利用動向の複雑な

変化に対応していくためにも重要であると考えられる。  

次に、検討課題２「携帯インターネット利用、PC インターネット利用のそれぞ

れの習慣化と利用行動の間にはどのような関係があるか」についての分析結果は次

のようなものであった。PC、携帯電話でのインターネット利用について、それぞれ

習慣化していない人に比べて、習慣化している人は利用日あたり平均行動回数が多

く、利用日あたり短時間行動回数が多い傾向にある（表 10・表 11）。しかし、PC

インターネット利用の場合は習慣化していない人と比べて、習慣化している人は 1

回あたりの行動時間が長く、最長連続行動時間が長いが、携帯インターネット利用

の場合は習慣化していない人と比べて、習慣化している人は 1 回あたりの行動時間

が短い傾向にあり、最長連続行動時間には有意差がない。  

「インターネット依存」がネットの長時間利用の延長線上にあるものならば、PC、

携帯電話いずれのインターネット利用においても、習慣化していない人に比べて、

習慣化している人はインターネット利用時間が長い傾向に変わりはなく、いずれも

「インターネット依存」はインターネット利用の習慣化の延長線上にあるものと考

えることができる。しかし、その内実が携帯インターネット利用と PC インターネ

ット利用とで大きく異なっていることを本稿における分析結果は示している。すな

わち、PC インターネットの習慣的利用者においては短時間行動回数も多いが、長

時間連続して頻繁に利用していることによって長時間化していることに対して、携

帯インターネットの習慣的利用者においては、1 回あたりの利用行動時間は短いが

高頻度に利用することによって長時間化しているといえる。つまり、PC インター

ネットの習慣的な利用は Young（1998a）の論じるような、没頭する形へとつなが

っていく傾向が認められるが、携帯インターネットの習慣的利用は Rosen（2012）

のいう強迫神経症的なテクノロジー利用へとつながっていく可能性を、日記式調査

法を用いた本稿の分析結果は示しているのである。 

「インターネット依存」は現代の情報化社会における社会問題として認識されて

おり、日本においても「インターネット依存」に関する研究は増加傾向にある（小

寺, 2014）。医学的対応に関しても、厚生労働省所管の独立行政法人である国立病院

機構の久里浜医療センターでは「ネット依存治療部門（Treatment of Internet 

Addiction and Research: TIAR）」を 2011年 7月に開設して治療を開始している18。

しかしながら、小寺（2013, 2014）が指摘するように、「インターネット依存」はそ

の概念や尺度がかなり不安定である。また、1990 年代に中心的であったパソコンか

らのインターネット利用に加えて、現在では携帯電話からのインターネット利用も

広く行なわれているため、それらに対応する下位概念を想定したとしても、「インタ

                                                   
18 http://www.kurihama-med.jp/tiar/index.html（2014 年 6 月 10 日参照）  
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ーネット依存」という概念でくくることが妥当なのかという問題もある。  

携帯インターネット利用の中心は携帯メールやソーシャルメディアであり（総務

省情報通信政策研究所 , 2014）、携帯電話を利用したコミュニケーションにおいては、

非同期的手段の方が活発である。しかしながら、携帯メールやソーシャルメディア

は技術的には非同期的コミュニケーション手段でありつつも、あたかも同期的なコ

ミュニケーション手段として利用することも不可能ではない。同期的な対話型のプ

ログラムやアプリケーションの利用が「インターネット依存」に繋がりやすいとい

われるが（Young, 1998b）、携帯インターネット利用に関する「インターネット依

存」が果たしてそのような既存研究で指摘されていたような同期的利用によるもの

なのか、それとも既存研究での考え方とは異なって非同期的利用と関わるものなの

か、どちらの可能性もありえる。この問題に対して本稿は、直接的に「インターネ

ット依存」を扱ったわけではないが、それと関わりうる「インターネット利用の習

慣化」という観点から、携帯インターネット利用行動と PC インターネット利用行

動の違いを示した。インターネット利用行動、特にその連続性・断続性の面から考

えると、「インターネット依存」という概念に対しては、その有効性も含めて批判的

検討が必要なように思われる。  

「インターネット依存」を重要な社会問題として、政策的にも何らかの対応を行

なっていくことを検討するのであれば、インターネット利用環境の変化も踏まえた

検討を進めていく必要があると考えられる。特に、「インターネット利用」の内実が

変わってくるようであれば、それにともなって「インターネット依存」の内実も変

わってくるはずである。「インターネット依存」という社会問題に取り組むためには、

急激に変化していくインターネット利用環境とそれにともなうインターネット利用

行動の変化も確実に捉えていく必要があるだろう。  

 

４．２．結論と今後の課題  

本稿では社会の情報化の進展にともなう情報行動の連続性・断続性の問題を指摘

し、日記式調査法を用いてこの問題を実証的に捉えた。また、この情報行動の連続

性・断続性の問題を「インターネット依存」の議論の流れに位置づけ、実証的検討

を行なった。その結果として、本稿で提唱した指標を用いることで個人の情報通信

メディアの利用動向について多面的な捕捉が可能になることが見出された。そして、

利用が習慣化した場合にみられる利用行動のパターンが、携帯インターネットと PC

インターネットとでは異なっていることを実証した。  

本稿で行なった研究の今後の課題としては次の２点が挙げられる。第１に、イン

ターネット利用の内容別の分析である。本稿では複雑な分析を避けるために、いわ

ゆる「汎携帯インターネット利用（利用内容を問わない、携帯電話からのインター

ネット利用）」と「汎 PC インターネット利用（利用内容を問わない、パソコンから

のインターネット利用）」だけを扱った。しかしながら、インターネット利用行動に

おける連続性・断続性は当然、利用内容と関係することが予想される。したがって、

本稿で行なった分析を、利用内容別のものへと発展させる必要がある。  

特に、本稿では検討課題１でデモグラフィック属性と情報行動の連続性・断続性
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の関係を分析したが、ここでの分析結果の原因を追究する分析にまでは至っていな

い。この点に関して、利用内容別の分析に発展させることで詳細な知見を得られる

可能性があるだろう。また、日記式調査票では場所や生活行動についても聞いてお

り、生活時間との関係なども分析することで、本稿で示した結果の意味を解釈する

ことができる可能性もある。本稿では紙幅の都合上、そのような分析には触れなか

ったが、今後の研究でこれらの点を検討していく必要があるだろう。  

第２に経年的比較である。これまでの情報行動研究において、情報行動の平均時

間と行為者率については、経年的比較が可能なように報告が行なわれてきた（東京

大学社会情報研究所編 , 2001; 東京大学大学院情報学環編 , 2006; 橋元・北村・吉田 , 

2010; 橋元編, 2011; 橋元・北村・河井・松本・三島・増山・佐野 , 2013）。本稿は

2013 年のデータのみを用いた検討に留まっているため、個人の情報通信メディアの

利用動向を捉えていくためにも、平均時間と行為者率と同じように経年的比較を進

めていく必要があるだろう。  

最後に、本稿の限界について触れておく。本稿で用いた日記式調査のデータは 15

分を１つのセルとして、10 分以上の行動と 10 分未満の行動とに分けて記録されて

いる。本稿ではこの 10 分以上の行動が連続している場合を「時間的連続」として

操作的に定義したが、現実には断続的に行動が行なわれている可能性が考えられる。

このような情報行動の連続性と断続性の精度に関して、方法的限界を抱えている点

は否定できない。しかしながらこのような問題点があるとしても、本稿で示した分

析結果を踏まえれば、これまでの知見とは別角度の知見を得ることができ、これま

でのアプローチと合わせることでより豊かな知見を示すことのできる有効性がある

と主張できると考えている。 
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